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本日の内容（25分程度）

１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識

（準備書面(22)・第2ほか）

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性

（準備書面(22) ・第３）

3 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性

（準備書面(22) ・第４）
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１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識
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１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識

⑴ 赤城山の概要

⑵ 火山事象に係る基礎知識

4



１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識 》 ⑴ 赤城山の概要 5

https://tigakutasu.com/tyuoukakoukyu/ 準22・図表3

準22・図表1

準22・図表5

１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識 》 ⑴ 赤城山の概要 6



堆積物が確認されている
わけではなく、

歴史文献からの推測

１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識 》 ⑴ 赤城山の概要 7

丙D116・6-1-17頁

１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識 》 ⑵ 火山事象に係る基礎知識 8

用語の定義と降下火砕物

甲D202・p2

甲D142・p2代理⼈作成



除灰の困難性
アクセスの困難性

再飛散による
濃度の上昇

密度を保守的に
設定しなければならない

火山灰の特徴

１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識 》 ⑵ 火山事象に係る基礎知識 9

甲D142・p5

非常用DG内では
溶融する危険がある外部電源を喪失する

危険がある

火山灰の特徴

１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識 》 ⑵ 火山事象に係る基礎知識 10

甲D142・p6



降灰による被害の波及的イメージ

１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識 》 ⑵ 火山事象に係る基礎知識 11

甲D216・p1

道路、航空、船舶、電⼒、⽔の
供給、機械類、建物など、想定
を超える降灰によって機能喪失

する可能性が高まる

降灰量と被害

１ 赤城山の概要と火山事象に係る基礎知識 》 ⑵ 火山事象に係る基礎知識 12

甲D64・p2



２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性

13

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性

⑴ 噴火規模ないし層厚の過小評価と人格権侵害の具体的危険

⑵ 噴火規模の推定に係る原規委の基準適合判断

⑶ 基準適合判断の不合理性①‐現在の層厚≠堆積時の層厚

⑷ 基準適合判断の不合理性②‐Ag-KPの噴火規模

⑸ 基準適合判断の不合理性③‐Legros法
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２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑴ 噴火規模ないし層厚の過小評価と人格権侵害の具体的危険 15

噴火規模は
層厚に影響

層厚の評価を誤ると
過酷事故につながる

危険がある

火山ガイドの定め

甲D202・p11-12

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑴ 噴火規模ないし層厚の過小評価と人格権侵害の具体的危険 16

火山ガイドの定め

様々な箇所に
同時に／波及的に
影響が生じる
対策の困難性

甲D202・p12



２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑵ 噴火規模の推定に係る原規委の基準適合判断 17

一審被告の評価

⾚城⿅沼テフラ
（Ag-KP）を想定
噴出物量＝５㎦
最大層厚＝50㎝

甲D309・p76-77

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑵ 噴火規模の推定に係る原規委の基準適合判断 18

噴出物量＝５㎦の根拠 山元（2016）と山元（2013a）

噴出物量＝5㎦
山元（2106）

山元（2013a）を根拠

最大層厚＝50㎝
①文献調査、地質調査等40㎝

②シミュレーション49㎝
③他の噴火の分布事例23㎝

当初は①のみだったが、原規
委の指摘で②と③を実施

丙D116・6-1-79頁



２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑵ 噴火規模の推定に係る原規委の基準適合判断 19

原規委の基準適合判断

最大層厚について
各種調査結果等から
総合的に判断し
不確かさを考慮して

適切に設定されているから
妥当と判断

噴火規模の妥当性につい
ては明示されていない。

甲D309・p77

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑶ 基準適合判断の不合理性①‐現在の層厚≠堆積時の層厚 20

噴火規模（噴出物量）の推定方法

現在確認できる堆積層の地点と厚さを地
図上にプロット

↓
同じ層厚の地点をつないで等層厚線図を
作成

↓
それぞれの面積に厚さを乗じ、それらを
足し合わせることで、体積を算出する

現在の層厚
≠噴火当時の層厚

例） 0.1ｍ（紫）×1２０，000㎡＋0.2ｍ（青）×70,000㎡＋0.5ｍ（緑）×40,000㎡
＋1ｍ（黄）×20,000㎡＋2ｍ（赤）×10,000㎡
＝86,000㎥＝8.6×１０-5㎦

準22・図表8



２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑶ 基準適合判断の不合理性①‐現在の層厚≠堆積時の層厚 21

Ag-KPの降灰範囲（山元（2013a）を基に一審被告が作成）

16㎝、8㎝、4㎝の等層厚線は
いずれも海に届いており
正確な範囲が求められない

↓
山元（2013a）は
閉じられた等層厚線

（32㎝、64㎝、128㎝）から
簡易的に体積を算出している

不確実性が大きい

甲D62・p102

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑶ 基準適合判断の不合理性①‐現在の層厚≠堆積時の層厚 22

現在の層厚≠堆積当時（噴火当時）の層厚

甲D310・p8



２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑶ 基準適合判断の不合理性①‐現在の層厚≠堆積時の層厚 23

圧密とは

準22・図表18

甲D146・p41

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑶ 基準適合判断の不合理性①‐現在の層厚≠堆積時の層厚 24

圧密とは

準22・図表18

甲D146・p41

想定最大層厚は「これ以上の層厚は
ほぼ起こらない」といえるものでなければ
「災害の防止上支障がない」といえない

↓
現在の層厚ではなく、堆積当時（噴火当時）の層厚を

前提にしなければ「これ以上はほぼ起こらない」とはいえない
↓

考慮すべき事項（火山学の常識）を考慮せず
「災害の防止上支障がない」ようにするという法の目的に違反

↓
原規委の基準適合判断は裁量の逸脱・濫用にあたる



２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑷ 基準適合判断の不合理性②‐Ag-KPの噴火規模 25

噴出物量＝５㎦の根拠 山元（2016）と山元（2013a）

甲D62・p102

丙D116・6-1-79頁

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑷ 基準適合判断の不合理性②‐Ag-KPの噴火規模 26

一般に、Ag-KPはVEI６（噴出物量10㎦以上）と考えられていること

1㎦ ≦ VEI5 ＜ 10㎦
10㎦ ≦ VEI6 ＜ 100㎦

100㎦ ≦ VEI7 ＜ 1000㎦

甲D310・p138

甲D310・p104



２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑷ 基準適合判断の不合理性②‐Ag-KPの噴火規模 27

一般に、Ag-KPはVEI６（噴出物量10㎦以上）と考えられていること

1㎦ ≦ VEI5 ＜ 10㎦
10㎦ ≦ VEI6 ＜ 100㎦

100㎦ ≦ VEI7 ＜ 1000㎦

甲D310・p104

甲D310・p138

『火山灰アトラス』は一審被告も参考文献に挙げる
信頼性の高い書籍（テフラ学の基本書）

↓
この知見は「信頼されるデータ・情報」（考慮すべき事項）に該当する

↓
原規委は、これを考慮しない一審被告の評価を妥当とした

↓
考慮すべき事項を考慮していない

↓
原規委の基準適合判断は裁量の逸脱・濫用にあたる

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑸ 基準適合判断の不合理性③‐Legros法 28

山元（2016）及び山元（2013a）は、噴出物量の推定方法としてLegros法を用いていること

山元の論文にも
Legros（2000）の
方法を用いていることが

明記されている

丙D120・p252,263



２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑸ 基準適合判断の不合理性③‐Legros法 29

山元（2016）及び山元（2013a）は、噴出物量の推定方法としてLegros法を用いていること

山元の論文にも
Legros（2000）の
方法を用いていることが

明記されている

Legros法は1本の
等層厚線の面積から

最小体積を求める方法
↓

山元も、真の体積はその
数倍以内としている

平均値を用いる
Hayakawa法の約1/3

丙D121・p120

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑸ 基準適合判断の不合理性③‐Legros法 30

Legros（2000）の記載

Legros（2000）にも
「1つの等層厚線しか
入手できないものの
最小体積を計算する

簡単な方法」と紹介されている

一審被告の5㎦は
不確実性を保守的に

考慮した上限値
どころか

これ以下にはならない
という最小値

甲D271-2・p1



２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑸ 基準適合判断の不合理性③‐Legros法 31

山元の論文にも、最小体積であることが明記されている

山元（2013a）は
Ag-KPの

最小体積を算出したもの

丙D120・p251,274

丙D120・p270

２ 噴火規模ないし層厚に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑸ 基準適合判断の不合理性③‐Legros法 32

山元の論文にも、最小体積であることが明記されている

山元（2013a）は
Ag-KPの

最小体積を算出したもの

丙D120・p251,274

丙D120・p270

山元（2013a）や山元（2016）は、最小体積を求めるLegros法を用いている
↓

最小体積は「これ以上の層厚はほぼ起こらない」といえるものでは全くない
↓

原規委は、これを考慮しない一審被告の評価を妥当とした
↓

原規委は、山元（2013a）や山元（2016）の原文すら
確認していない疑いが強い（少なくともLegros法を理解していなかった）

↓
考慮すべき事項の不考慮ないし裁量判断の前提となる事実の誤認

↓
原規委の基準適合判断は裁量の逸脱・濫用にあたる



３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性

33

３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性

⑴ 降下火砕物濃度と密度との関係

⑵ 一審被告の評価と原規委の判断

⑶ 降下火砕物密度に関する科学的知見

⑷ 他の原子力施設における評価との比較

⑸ 原規委の基準適合判断の不合理性

34



３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑴ 降下火砕物濃度と密度との関係 35

濃度密度層厚距離噴出量対象噴火施設

3.5g/㎥0.8g/㎤50㎝127㎞5㎦赤城鹿沼テフラ東海第二

3.7g/㎥0.6g/㎤36㎝66㎞6.68㎦十和田中掫テフラ六ヶ所

3.9g/㎥1.24g/㎤22㎝230㎞11㎦大山生竹テフラ美浜

3.78g/㎥1.22g/㎤27㎝180㎞11㎦大山生竹テフラ高浜

8.74g/㎥1g/㎤56㎝55㎞4.15㎦三瓶浮布テフラ島根

3.01g/㎥1g/㎤15㎝108㎞6.2㎦九重第一軽石伊方

3.8g/㎥1g/㎤10㎝139㎞6.2㎦九重第一軽石玄海

3.3g/㎥1g/㎤15㎝51㎞11㎦桜島薩摩川内

不自然な降下火砕物濃度の小ささ

他の原発と比較して、層厚が大きいにもかかわらず、不自然に濃度が小さい。なぜか？

準22・図表24

濃度の評価は
フィルタの目詰まり
などに影響する
評価を誤ると

重大事故につながる
危険がある

３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑴ 降下火砕物濃度と密度との関係 36

気中降下火砕物濃度評価の誤りと火山ガイドとの関係

甲D202・p12



３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑴ 降下火砕物濃度と密度との関係 37

降下火砕物濃度を算出する前提として降下火砕物の密度を設定している

最大層厚に密度を乗じて
総降灰量を求めるため
密度を小さくすれば

降灰量→濃度を小さくすることが可能

甲D138・参考17-5頁

３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑵ 一審被告の評価と原規委の判断 38

一審被告の評価

乾燥密度を0.3〔g/㎤〕
湿潤密度を1.5〔g/㎤〕と設定
ただし、濃度計算の際には
0.8〔g/㎤〕を採用
（審査書に記載なし）

そもそも火山ガイドに
密度をどう設定するかの

基準が存在しない

甲D309・p76-77



３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑵ 一審被告の評価と原規委の判断 39

原規委の基準適合判断

密度想定の妥当性について
明示的な判断はされてない

原規委の判断過程を
裁判所が追うことが

できない

甲D309・p77

３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑶ 降下火砕物密度に関する科学的知見 40

密度については一般的に１〔g/㎤〕程度とされていること

保守的に
1〜1.３〔g/㎤〕程度を

想定すべき

甲D142・p5



３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑷ 他の原子力施設における評価との比較 41

濃度密度層厚距離噴出量対象噴火施設

3.5g/㎥0.8g/㎤50㎝127㎞5㎦赤城鹿沼テフラ東海第二

3.7g/㎥0.6g/㎤36㎝66㎞6.68㎦十和田中掫テフラ六ヶ所

3.9g/㎥1.24g/㎤22㎝230㎞11㎦大山生竹テフラ美浜

3.78g/㎥1.22g/㎤27㎝180㎞11㎦大山生竹テフラ高浜

8.74g/㎥1g/㎤56㎝55㎞4.15㎦三瓶浮布テフラ島根

3.01g/㎥1g/㎤15㎝108㎞6.2㎦九重第一軽石伊方

3.8g/㎥1g/㎤10㎝139㎞6.2㎦九重第一軽石玄海

3.3g/㎥1g/㎤15㎝51㎞11㎦桜島薩摩川内

他の原子力施設でも、密度は概ね1〔g/㎤〕以上に設定されていること

準22・図表24
層厚が大きい→密度を小さくなるよう調整し、濃度を過小評価

３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑷ 他の原子力施設における評価との比較 42

もう一つのごまかし：粒径分布

初歩的な科学的経験則
重い（大きい）粒⼦は近くに
軽い（小さい）粒⼦は遠くまで

火口から遠い施設ほど
細かい粒子が多くなる

大石雅之氏のHPより
http://ooisivolcano.my.coocan.jp/volcano/products.htm



３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑷ 他の原子力施設における評価との比較 43

もう一つのごまかし：粒径分布

3Φ未満1Φ以上層厚距離噴出量対象噴火施設

0.43％70.9%50㎝127㎞5㎦赤城鹿沼テフラ東海第二

8.74%7.6%36㎝66㎞6.68㎦十和田中掫テフラ六ヶ所

4.16%19.0%22㎝230㎞11㎦大山生竹テフラ美浜

3.07%57.0%27㎝180㎞11㎦大山生竹テフラ高浜

9.19%32.25%56㎝55㎞4.15㎦三瓶浮布テフラ島根

10.66%0.014%15㎝108㎞6.2㎦九重第一軽石伊方

37.99%0%10㎝139㎞6.2㎦九重第一軽石玄海

16.16%5.3%15㎝51㎞11㎦桜島薩摩川内

準22・図表25
層厚が大きい→小さい粒子が少なくなるよう調整し、濃度を過小評価

３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑸ 原規委の基準適合判断の不合理性 44

原規委の基準適合判断

密度想定の妥当性について
明示的な判断はされてない

原規委の判断過程を
裁判所が追うことが

できない

甲D309・p77



３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑸ 原規委の基準適合判断の不合理性 45

原規委の基準適合判断

密度想定の妥当性について
明示的な判断はされてない

原規委の判断過程を
裁判所が追うことが

できない

原規委の判断の根拠が示されなければ
裁判所は、原規委の判断過程の妥当性を判断すること自体不可能

（判断過程審査が行えない）
↓

原規委の選択・判断のプロセスが意思決定の理由とともに
明確に示されていなければ恣意的な判断として裁量の逸脱・濫用にあたる

（cf.第三次ミュルハイム・ケアリッヒ判決）
↓

本件では原規委の判断の過程・根拠が示されていない
↓

原規委の基準適合判断は裁量の逸脱・濫用にあたる

甲D309・p77

３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑸ 原規委の基準適合判断の不合理性 46

原規委の基準適合判断

密度想定の妥当性について
明示的な判断はされてない

原規委の判断過程を
裁判所が追うことが

できない

一審被告の0.8〔g/㎤〕という密度想定は
一般的な科学的知見、他の原子力施設における想定と比較して過小

↓
上記知見や情報は

「信頼されるデータ・情報」（考慮すべき事項）に該当する
↓

原規委は、これを考慮しない一審被告の評価を妥当とした
↓

考慮すべき事項を考慮していない
↓

原規委の基準適合判断は裁量の逸脱・濫用にあたる

甲D309・p77



３ 降下火砕物密度に係る基準適合判断の不合理性 》 ⑸ 原規委の基準適合判断の不合理性 47

原規委の基準適合判断

密度想定の妥当性について
明示的な判断はされてない

原規委の判断過程を
裁判所が追うことが

できない

一審被告の約3.5〔g/㎥〕という気中降下火砕物濃度想定は
他の原子力施設と比較して過小で、初歩的な科学的経験則に反している

↓
被告の採用した分析方法には適切性・信頼性が認められない

↓
原規委はこれを見逃し、一審被告の評価を妥当とした

↓
各考慮要素についての重要度評価（重みづけ）を誤った

↓
原規委の基準適合判断は裁量の逸脱・濫用にあたる

甲D309・p77
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層厚／噴火規模想定に関し、原規委の基準適合判断は、「現在の層厚は堆積当時（噴火当時）の
層厚よりも小さくなる」という一般的な科学的知見（火山学の常識）を考慮せず、一審被告の50
㎝との評価を是認しており、要考慮事項の不考慮ないし法の目的違反がある。

噴火規模想定に関し、原規委の基準適合判断は、「火山灰アトラスにおいてAg-Kpの噴出物量
が10㎦以上とされている」という信頼される知見を考慮せず、一審被告の5㎦との評価を是認
しており、要考慮事項の不考慮がある。

噴火規模想定に関し、原規委の基準適合判断は、「一審被告が依拠した山元（2013a）や山元
（2016）が採用するLegros法は最小体積を求めるものである」ことを考慮せず、一審被告の5
㎦との評価を是認しており、要考慮事項の不考慮ないし裁量権行使の前提事実の誤認がある。

降下火砕物の密度想定に関し、原規委の基準適合判断の過程や根拠が示されておらず、裁判所
が判断過程の妥当性を判断する前提を欠く。恣意的な判断である。

降下火砕物の密度想定に関し、原規委の基準適合判断は、「密度が1～1.3〔g/㎤〕程度になり得
る」という一般的な科学的知見や他の原子力施設における評価を考慮せず、一審被告の0.8〔g/
㎤〕との評価を是認しており、要考慮事項の不考慮がある。

気中降下火砕物の濃度想定に関し、原規委の基準適合判断は、粒径分布について、他の原子力
施設の評価と整合せず、「軽い（小さい）粒子ほど遠くまで届く」という初歩的な科学的経験則に
反する一審被告の約3.5〔g/㎥〕との評価を是認しており、重要度評価に誤りがある。


